
１．重要な会計方針

　(1)　固定資産の減価償却の方法

　(2)　引当金の計上基準

　(3)　リース取引の処理方法

　(4)　消費税等の会計処理

２．特定資産の増減及びその残高

　　　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．特定資産の財源等の内訳

　　　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

　退職給付引当預金 11,992,870 0 0

62,516,515

0 0

110,516,515

48,000,000 0 48,000,000

127,609,385 0

　　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
　　 ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

0

1,057,226

  協会事務所取得資金 42,000,000

　協会事務所取得資金

(うち指定正味財産
　　からの充当額)

 財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

当期末残高前期末残高 当期増加額 当期減少額

　　　 税込方式によっている。

科　　　目

　　　 賞与引当金・・・・・・・・職員の冬季賞与支出に備えるため、支給見込額により計上して
　　　　　　　　　　　　　　　　 いる。

特定資産

ア　有形固定資産・・・・・・・法人税法に規定する定額法。但し平成１９年３月３１日以前に
　　　　　　　　　　　　　　　取得した有形固定資産については旧定額法。なお償却可能限度
　　　　　　　　　　　　　　　額まで償却が進んだものは、翌年度から５年間で均等償却する
　　　　　　　　　　　　　　　方法によっている。

特定資産

17,092,870

0

合　　　計

イ　ソフトウェア・・・・・・・法人税法に規定する定額法

　　　 退職給付引当金・・・・・・職員の退職金支出に備えるため、期末自己都合による退職支給
　　　　　　　　　　　　　　　　 額により計上している。

　　　 役員退職慰労引当金・・・・役員の退職金支出に備えるため、理事・監事報酬等規則に基づ
　　　　　　　　　　　　　　　　 く支給見込額により計上している。

7,883,380 1,057,226

（単位：円）

983,380　退職給付引当預金

5,100,000

合　　　計

　減価償却引当預金

　役員退職慰労預金

11,992,870

0

11,992,870

900,0004,200,000

当期末残高

120,783,231

6,000,000 0

5,100,000

127,609,385

（単位：円）

48,000,000

11,009,490

63,573,741

0

62,516,5150

　役員退職慰労預金

（うち負債に対応
　　　　する額)

0 62,516,515

5,100,000

（うち一般正味財産
　　　からの充当額）

　減価償却引当預金

科　　　目



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

５．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

494,906

62,516,515

取　得　価　額

1,599,150

35,210,364

30,525,170

31,034,984

債権の当期末残高貸倒引当金の当期末残高

269,867

0 31,034,984

（単位：円）

合　　　計 31,034,984 0

減価償却累計額 当 期 末 残 高

1,104,244

4,818,169

31,156,968

30,255,303

4,053,396

債権金額

什 器 備 品

合　　　計

未収入金 31,034,984

67,334,684

ソ フ ト ウ ェ ア

建 物 附 属 設 備

科　　　目

科　　　目

（単位：円）


